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食品添加物を考える 

 

内閣府食品安全委員会事務局 

一色 賢司 
 

○食品の安全性確保 

現在、63 億人もの人々が地球で暮らしている。我が国の食料自給率は 40%（カロリーとして）

である。歴史的経緯や国際的議論から、食品の安全性確保の考え方として「国民の健康保護の優

先」、「科学的根拠の重視」、「関係者相互の情報交換と意思疎通」、「政策決定過程等の透明性確保」

が重要とされている。安全確保の手段として「リスク分析（表１）」と「農場から食卓までの一

貰した対策」が重視されている。ここでいうリスクとは、「危害要因（ハザード）が引き起こす

有害作用の起きる確率と、有害作用の程度の関数として与えられる概念」である。我が国では、

2003 年に食品の安全性を確保するためにリスク分析手法を導入した食品安全基本法が制定され、

食品衛生法等の関連法規も改正された。リスク管理を行う行政機関から独立して、科学的なリス

ク評価を客観的かつ中立公正に行う機関として、食品安全委員会が内閣府に設置された。食品衛

生法等の法律も改正され、厚生労働省や農林水産省等の組織も改編された。リスク管理機関とし

て、安全な食品を国民に安定的に提供する立場から農林水産省が、食品の危害から国民の健康を

守る立場から厚生労働省が安全性確保に取り組んでいる。 

 

表１ 食品のリスク分析                              

人の健康に及ぼす影響の大きさ（程度と発生確率）を、客観・中立・科学的にとらえ、情報

交換し、その大きさに応じた対策を講じること。 

①構成要素：1)リスク評価、２）リスク管理、３）リスクコミュニケーション 

②特徴：1)健康被害の未然防止体制強化、2)科学的根拠重視、3)政策決定過程の透明化、4)

消費者への正確な情報提供、5)食品安全規制の国際的整合性の確保等 

 

○我々の食べ物 

人類は従属栄養生物であり、他の生き物やその代謝物を食べ続けて命をつないでいる。食塩や

一部の食品添加物以外の食品は生物に由来し、人間に不都合な成分を含むこともあり、病原体を

媒介する場合もある。そのまま食べれば健康を害するものも、調理・加工して食べてきた。育種

と呼ばれる生物の改変を行い、可食部を増やし、色・味・香りを整えてきた。食材は有害な微生

物による汚染を受けることもあり、放置すれば腐敗や変敗と呼ばれる変化を起こして食用不適と

なる。これまでに人類が経験した食べ物に由来する健康障害（食性病害）について考察し、現在

とこれからの食生活の参考とする必要がある。 

人類は、生命活動に役に立つ物を食べてきた。やがて、生理活性が高く専門家による管理が必

要なものを薬として食品から外すようになった。食品の基本的特性としての安全性と栄養性は、

多くの食品では共通であるが、痩せる必要のある人達は、栄養性の低いものを選ぶことがある。

嗜好性や機能性、さらには二次特性としての流通・加工特性も求められる場合がある。 
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○食品添加物について 

添加物という概念は近代のものであろうが、大昔から添加物は、使われていたと思われる。現

在では、多くの国々で認可（ポジティブ・リスト）制が採用されているが、各国の食文化や歴史

を背景として添加物の定義や使用法は異なっている。栄養素、加工助剤、香料等は添加物としな

い国々もあるが、我が国は添加物として規制している。 

食品安全基本法には、食品にはゼロ・リスクはあり得ず、安全性を確保するためには、国民全

員の協力が必須であることが謳われている。添加物の指定や規格の改正等にも、食品安全委員会

によって行われるリスク評価が必須となった。添加物の適正な使用に関する指導や監視は、厚生

労働省、検疫所や地方自治体等により連携を取りつつ行われている。食品安全基本法は、関係者

各位の責務・役割を明示している（表２）。 

添加物の安全性確保も、当然国民全員の役割分担が必要である。添加物は種類も多く、規制等

は複雑になっている。日本食品衛生学会では、食品衛生学雑誌の各巻第 1号の情報欄に「食品・

食品添加物等規格基準（抄）」を掲載し、添加物に関する情報も一覧表として整理している。理

解を深めるには良い参考となる。 

 

 

 

表２ 関係者の責務・役割（食品安全基本法） 

①国の責務：安全性の確保に関する施策を総合的に策定し、実施 

②地方公共団体の責務：国との適切な役割分担を踏まえて、その地方の自然的経済的社会

的諸条件に応じた施策を策定し、実施 

③食品関連事業者の責務：1)食品の安全性を確保するための第一義的な責任、2)正確かつ

適切な情報の提供に努めること、3)国又は地方公共団体が実施する施策に協力 

④消費者の役割：1)食品の安全性に関する知識及び理解を深める、2)意見の表明の機会等

を活用する 

＜参考＞食品安全基本法関連法令、用語集等：食品安全委員会ホームページ 

http://www.fsc.go.jp/hourei/index.html より入手可 
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